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工業集積地の今日的意義とその変容 (2)
- 堺 ･自転車工業産地を事例として-

鎌 倉 健

拙稿論文 (1)において,堺地域を中心に産

地を形成している自転車工業を,｢未来型産業

のモデルにたりうる｣と位置づけるとともに,

その歴史的形成過程をふまえたうえで,その構

造的特徴と技術の発展過程を分析した1)｡その

続編にあたる本稿では,今日の国際化にともな

う諸変化について分析し,そののち工業集積地

として持続可能な発展にむけた地域産業政策の

あり方について検討する｡

Ⅰ 堺 ･自転車工業の国際化による諸変化

1 国際競争力の変化と国際分業体制の進展

今日の日本経済の ｢国際化｣は第一段階の輸

出展開,第二段階の海外生産を-て第三段階,

すなわち本格的な多国籍企業化段階をむかえた

といわれている｡ 前述のとおり,戦前,軟後を

つうじてわが国の自転車工業の発展と国際化過

程には密接な連関がある｡そこで再度,輸出 ･

輸入の変遷について検討することとしよう｡

自転車 ･同部品生産における輸出比率をみた

のが第1表である｡ これからも一目瞭然のごと

く,完成車の輸出高は1985年以降皆減したのに

対し,部品輸出はこの間の為替変動をものとも

せず順調にのばし,いぜん総生産額の60%を超

える水準を保っている｡

これを仕向地別輸出高でみると,1970年から

85年の間は第 1位がアメリカで全体の30-40%

を占めたが,1990年代にはそれが台湾に替わり,

加えてヨーロッパ各国-の輸出も順調にのびて

いる (第2表)｡

また,アメリカへの輸出は完成車が中心で

1)『調査と研究』第15号,1998年4月,74-88ページ.

第 1表 わが国の自転車 ･同部品生産における

輸出比率 (単位:%)

午 完 成 車 部 品
合 計数 量 金 額

金 額 金 額1950 16.2 17.0

6.2 10.31955 3.2

2.0 17.9 10.81960

10.9 8.0 12.2 9.81965 14.5 10.5 19.3 14.

51970 23.7 18.7 26

.0 22.01975 9.4 9.5

42.9 22.61980 15.9

20.2 60.6 40.81985 13.1 20.3 47.6 34.

01990 2.8 7.5 66.1 4

1.51995 1.6

1.7 63.4 33.2(出所) ㈲自転車産業振興協会編 『自転車統計要覧』

各年度版より作成｡第2表 自転車の仕向地別輸出額の推移

(構成比 :%)1960 1970 198

0 1990 1995東 南 ア ジ ア 47.9 26.7 13

.4 38.6 35.1(台 湾) 1.2 0.6 5.5 32

.6 26.9南北アメリカ 29.4 57.1 3

9.1 17.7 20.9(U.S.A) 21.9 42.7 33.4 13.6 18.3
ヨーロッパ 1.0 3.4 25.6 42.7 4

3.2オセ アニ ア 1.5

6.6 8.1 0.8 0.5そ の 他 20.

2 6.2 13.8 0.2 0.3実績 (億円)

54 175 971 1249 647(出

所) 第1表に同じ｡あったが,台湾へは部品が中心である｡ そ
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第3表 自転車の主要部品別輸出額の推移

1985年 1988年 1991年 1995年 9

5/91(億円)(億円)(億円)

(億円) (%)フレーム.前フォーク等 15.2 ll.1 4

4.2 10.6 24.0リ ム 18.1 2

2.2 49.2 10.4 21.1ハ ブ 82

.1 40.3 130.1 77.3 59.4フリーホイール 26.1 22.4 39,0 30.8 79.0

ブレーキ.部分品 36.0 84.2 173.8 94.4 54.3

ギヤクランク等 51.4300.4 85.5 21

8.2 138.1 63.3デ ィ レ ー ラ 64

.7 122.4 108.2 88.4そ の 他 197.0 364.9 160.7 44.

0(ドル換算レート) 254 126 131 94 -

注) 1988年から輸出統計品目の分類が変

更された｡(出所) 第1表に同じ｡以

上のことはわが国のメーカーにとって,この間

の大幅な為替変動により直接的なアメリカ輸出

は後退を余儀なくされ,アメリカ向け輸出国の

第 1位は台湾に譲ったものの,台湾製の完成車

に日本製部品が組み込まれ,アメリカ市場にい

わば間接的に輸出されているのである｡ 具体的

にはディレーラはシマノ,ギヤクランクはスギ

ノ,反射版はキャットアイというように,当該製品の優秀さから海外のユーザーが日

本製部品を直接指定する関係が形成されている

からであり,この限りでは国際分業体制-の移

行は肯定的評価が十分に可能であろう｡し

かし,こうした急速な国際分業の進展の影で問題も顕

在化 しつつある｡ すなわち,上記のような部品

はむしろ例外で,大半の部品は輸出が困難になる

だけでなく,1990年半ばの円高を契機に

台湾,中国からの集中豪雨型輸入がつづいてい

る｡ こうした状況をみたのが第4, 5表であ

る｡ すなわち,現在の輸入の中心は台湾からの

完成車の輸入であるが,その激増ぶりと変わ

らないほどのテンポで増加しているのが中国か

らの部品輸入である｡ それもサ ドルなどの労働

集約的部品やペ タル,スポーク,タイヤ ･チュ

ーブなどの量産加工型部品にとどまらず,ハブ,フリーホイールのような技術加工度の高

い部品も急増傾向

にあることは注目に値する｡それは,いずれの自転車部品においても品質に 第4表 中国およ

び台湾からの輸入実績午 中 国 台 湾完 成 車 部品 完

成 車 部 品(千台)(億円) (億

円) (千台)(億円) (億円)198

5 0 0 0 2 0 01990

0 0 8 601 62 471991 0

0 15 851 106 411992 3 4 16 1,002 1

02 331993 7 9 1

7 1,118 112 351994 27 20

24 1,807 150 421995 900 61 39 2,0

23 170 41(出所) 第1表に同じ｡第5表 自
転車 ･同部品別輸入実績(単位 :億

円)1988年 1990年 1992年 1994年 1995年

(95/90)完成車 数量(万台) 押 67 117
コ封 327 490%金 額 63.1 アユ.7 126

.9 201.9 271.3 378フレーム.前フォーク 7.2 18.4 14.7 19.1 24.2 132

リム.スポーク 5.3 5.4 3.2 6.7 ll.や 27

5ハブ.フリーホイール 0.4 4.2 2.3 6.0

7.6 183ブレーキ.部分品 0.4 7.1

7.0 ll.3 ユ4.1 198サ ド ル 0.2 13.3 13.6 14.4

13.0 98ペ夕ル.ギヤクランク 7.6 13.0 ll.9 14.4 17.9 138

そ の 他 12.9 25.9 29.1

42.4 44.1 170部 品 合 計 46.3 87.2 廿や H4

.3 135.9 持6タイヤ.チューブ 22.4 31.4 39.1

31.3 33.2 1両(出所) 第1表に同

じ｡かんする差異が急速に無くなりつつあるこ

とを意味しているからである｡また第6表

からもあきらかなとおり,近年におけるアジア
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第6表 自転車および同部品の国別輸入額
(単位 :億円)

1980年 1990年 1993年 1995年 (95

/90)ア ジ ア韓 国 25.6 29.1 30.6

19.2 66%台 湾 5.9 114.1

151.4 210.5 1糾中 国 -

8.5 26.8 99.5 1171シンガポール 12.9 1.5 4.1 10.

5 700315マ レー シア - 3.4 12.7インドネシア 2.7

5.5 8.5欧 米イ ギ リ ス 0.6

1.3 0.6 1.1 85フ ラ ン ス 2.3 6.7 4.3 3.0 45

イ タ リ ア 2.2 9.5

5.3 5.9 62ア メ リ カ 0.2 5.9 15.8 22.9

338(出

所) 第1表に同じ｡第7表 輸出市場および国内

市場における競合製品の評価 (単位:%

)価 格 晶 質同じ やや安いかなり安い 同

じ やや悪いかかつ悪い輸出市場 2.3 4.7 93

.7 ll.6 65.1 23.3国内市場 2.9 28.6 68.6 8.6 54.3 37.1

(出所) 大阪府立産業開発研究所編 『産業構造調整と府

下中小企業(1)』より引用し再編成した｡

く品質面では圧倒的にその優位性を誇っ

ていた(第7表)2)｡したがって,上記

の関係の現出ほとりもなおさず,この間におけ

る業界をとり巻 く環境変化の激しさを端的に物

語るものであろう｡さらに,第8表は世界の

主要各国別の自転車生産台数の推移であるが,

現在世界中で生産されている自転車は,完成車ベ

ースで年間約 1億1千万台である｡ そのなかで

も最大の生産国であり消費国は中国である｡ 中

国は年間約4千万台を生産しているが,その主

流は実用車である｡今後は上記のとおり技術指

導や技術移転がすすむなかで技術力を高め,近い将来には

高品質な部品生産も可能となるであろうが,

輸送コス ト等を考えると,わが国の

メーカーにとって現時2) 大阪府立産業開発研究

所編 『産業構造調整と府下中小企業(1)』1988年,参照｡ 79第8表 主な国別の自転車

生産台数

(単位 :万台)1980年

1985年 1990年 1995年ア ジ ア日 本 708 678 797 658

韓 国 78 135 153 135台 湾 310 772 779

766中 国 1,302

3,235 3,141 3,900イ ン ド 384 546 845

1,150欧 米イギ リス 170 124 128

322フランス 2

7

8 156 154ド イ ツ 364

331 386イタリア 265 2

40578 350 530847ロ シ ア 501 367アメリカ 69

4 556注) 空白部分は統計数値が

不明｡(出所) 第1表に同じ｡点での脅

威はむしろ台湾メーカーの動向である｡台湾は

かつてのわが国と同様に輸出指向型工業を推進し

,国内需要が70万台程度に対し生産高はその1

0倍規模である｡ しかもアメリカ市場を席捲し

た勢いで技術力を急速に高め,最近の為替変動

を味方に生産コス ト面での競争優位をいっそう

拡大している｡ たとえば,MTB用アルミハ

ンドルの生産価格は日本では約500円である

のに対 し,台湾では200円程度である｡ その

うえ台湾では品ぞろえも豊富で,すでに部品生

産においては無いものがないほどに充実してき

ている｡ これに対し,たとえばわが国の自転車業界のカタログ

はかつては電話帳並みの厚さを誇

ったが,それが数年前からは作成すらされなくなった

｡この変化が端的に示すとおり,一部の品目は

すでに国内生産がほとんどおこなわれていない
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第9表 わが国における自転車 ･同部品の生産

実績の推移 (単位:億円)

1970年 1980年 1985年 1990年 1995年 (9

5/90)完 成 車 438 1,165 1,114 1,2

64 952 75%フ レー ム 79 233

279 243 160 66泥 除 け 15 24 23 19 14 76

ギヤクランク 23 118 川l 26

4 137 52ハ ン ドル 28 50

51 36 27 74バンドブレーキ ll 23 21 23 14 61

キャリバープレー 川 97 67

216 67 31リムブレーキ 6

4 3 1 0 31リ ム 31

85 93 124 56 46ス ポ ー ク ILL 37 32 31 21 66

ハ ブ 28 148 123 223

187 84フリーホイール 川 8

0 57 川3 52 51ディレーラ 20 136 1岬 29

9 178 60チ ェ ー ン 17

43 38 40 16 39ペ 夕 ル 13 43 40 5

1 18 36サ ド ル 20 33 21 14 9

63ケ ー ス ll

24 訓 30 20 甜キ ャ リヤ ll

18 14 13 5 36ス タ ン ド 8 13 14 15 9 58

ベ ル

4 6 4 4 5 121部品合計 356 1,215 1.11

2 1,747 994 57(出所) 第

1表に同じ｡となった結果,完成車,部品を問

わず価格の低下が著しい｡第9,10表は品

目別の生産額と平均出荷額の推移であるが,｢価

格破壊｣の実態は深刻である｡たとえばフレーム

の場合,単価面で数少ない四桁の部品の一つで

あり,その採算ラインは2,900円前後とい

われているにもかかわらず,実際にはす

でに2,000円を下回り,この価格は1950年代前半とほほ同水準である｡ また

ハンドルやサ ドルの場合も,その価格は1950

年代の水準すら10-20%も下回っている｡ しかも問題は,この間

これらの部品製造にかかわる技術的革新はほとんどみられず,労働集約

型の基本は不変のままで価格のみ低下したことであ

る｡自転車の心臓部といわれるハブの場合でも, 第10表 部

品別生産者価格の推移

(単位:円)1980年 1985年 1

990年 1995年 (95/90)フ レ ー ム 3,630 3,503 3,138 2,140

68%泥 除 け 466 413 323

345 107ギ ヤクランク 911

866 1,002 1,417 141ハ ン ド ル 557 529 468 400 85

バンドブレーキ 342 305 296 266

90キャリバープレー 597 617

788 755 96リムブ レーキ 419

501 649 596 92リ ム 839 1,000 1,058 75

9 72ス ポ ー ク 284 285 2

98 283 95ハ ブ 698 682 丁山一 1,248 164

フリーホイール 455 437 554 828 149

デ ィ レ ー ラ 960 869 1313

1,347 103チ ェ ー ン 213

204 271 280 103ペ 夕 ル 401 338 469 1,0

38 221サ ド ル 474 う州

469 413 88ケ ー ス 554
486 407 354 87キ ャ リ ヤ 391 348 300 228 7

6ス タ ン ド 315 307 270

185 69ベ ル 98 106 120 87 73

(出所) 第1表に同じ｡材料から製品にす

るまで約半月かかり,しかも安全設計のうえか

らも最低10年間は品質を保障する必要がある

が,その単価はコーヒー1-2杯分にすぎない

｡キャリアにいたっては1本の鉄棒を曲げるところから

始まり,外枠,中枠,前後の金具の取り付けま

で27工程をかけ,できた製品を袋詰めし,梱
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なわちバブル崩壊による不況の長期化で消費者

選好が低価格指向を強めているところ-,一方

では安い完成車をみずからで輸入し (1994年に

輸入実績のある業者は50数社であるが,第1位

の穂高 (16万4千台)に次いで,ダイエーが16

万 3千台で第 2位である),他方では商業型

メーカーとの間でP･B (プライベート･ブラ

ンド)商品を開発 し販売を始めた｡ そして,従

来の販売方法である (完成車メーカー-卸問屋

-小売店-消章者)というルートから卸問屋を

はずし,(完成車メーカー-量販店-消章者)

というように流通経路を簡素化することにより,

いっそうの低価格化を実現した｡

たとえば商業型最大手のY社の場合,出荷

ベース (1994年)では70万台のうち80-85%が

スーパーなどの量販店向けである｡このことは

消費者にとっては従来の対面販売方式の廃止に

つながるが,他方では販売スペースの大規模化

で品ぞろえが豊富化 し,それが低価格化路線と

ともに消費者に支持されるところとなった｡そ

して,このことが小売店の減少 (1985年3万6

千店が,94年には3万 1千店に)と量販店の

シェア拡大に結びついたのである｡ 同時に,価

格的には軽快車の平均出荷価格は1万3千円が

1万円に,また1980年代後半には一時儲け頭で

あった MTB価格は,当時の5万円前後から

最近では2万円を下回るまでに低下 している

(第11表)｡

しかし,問題は価格の低下にとどまらず,価

格形成力が事実上量販店に移行することで,い

わば自転車業界の命運が量販店の意向に左右さ

れるようになったことである｡ そして,その儀

烈な競争関係に業界全体が巻き込まれることに

よって,個別企業レベルでは経営上グローバル

な視点はあっても,産地の椎持,発展という地

域的視点が欠落するという結果をもたらした｡

たとえばY社は部品購入の際,[規格を満たし

ていれば,世界中どこのパーツでもよい]との

考えで,すでに部品の海外調達率が約50%に達

しているため,[堺に立地しているメリットは

ほとんどない]との認識に変わってきている｡

81

第11表 車種別価格の変化 (1985年-100)
(単位 :実数は円)

1957年 1970年 1980年 1985年 1990年 1994年

1995年実 用 車 52 45 8620738

ln 112 136軽快 車 663767 59

川318,681 87 83 76スポーツ車

60 伸 21,302 112 115 115子

供.幼児車 5344 川丁12743 98

川1 94ミニサイクル 10514.8

81 86 86 83特殊車 11717,776 132 l川 128平均単価 10,262 9,67716.45116,42215β6315,3

7714,466輸 入車 30,00010,753 8.623

8,295(出所) 第1表に同じ｡

以上のとおり,今日の価格破壊から産地崩壊

の危機にいたる経緯は,完成車メーカーと量販

店の意図せざる ｢合作｣といえなくもない｡しかし,こ

うした事態の現出は技術の不可逆性という点からも,｢栄光と挫折の繰 り返 しは港堺
の土壌｣3)といってすまされない問題であろう

｡3 寡占企業の登場と産地

における弊害以上のとおり,いわば崩壊の危

機にある産地のなかで,シマノはこうした動向

を後目に快進撃をつづけている (第12表)｡シ

マノは,創業者島野庄三郎が昭和恐慌でそれま

で勤めていた堺市の自転車部品工場が閉鎖されたのを契機に,1921年に機械修理工として

独立開業したのが歴史の始まりである｡ 島野は

のちに ｢職人のハートをもった技術者｣と許さ

れたように,自転車部品ではもっとも技術が要

求されるフリーホイールの生産に当初から着手

した｡そして,材料の地金の焼き入れ等,それ

までは職人の勘にたよっていたものを,硬度計をは

じめ機械工具を自前で考案するなど工夫を重ね,次第に輸入品と遜色のない製品をつく

ることに成功した｡その結果,1939年に

はフリーホイール生産が年間で3万個に達し,

この分野ではわが国の トップ企業に成長した｡しか

し,戦時期の経営中断を経て,戦後事業再開後一時
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第12表 シマノの主な経営指標の推移 (単位 :百万円)

第73期 第78期 第83期 第86期 第88期 (95/85) (
95/93)1980年 1985年 1990年 1

993年 1995年売 上 高 47,136 50,167 139,044 166,458 1

27,097 253.3 76.4経 常 利 益 5,042 1,829 9,127

16,249 10,239 559.8 63.0当期純利益 2,424 1,03

5 3,880 8,106 5,386 520.4 66.4資 本 金 2,395 3,134 15,971 31,685 32,733 1044.4 10

3.3従 業 員 数 744 735 861 1,017 1,297 176.5 127

.5(出所) (㈹シマノ70年史編纂委員会編 『シマノ70年史 ･資料編』および ｢期別財務諸表｣

より作成｡変動の激しさと業界の俄烈な競争関係により

,1940年代後半と50年代半ばには経営危機に

陥る｡そこで,1958年には経営再建にむけ,

①部品専業メーカーに徹する,(参販売シス

テムの近代化をはかる,③輸出市場を開拓す

る,④徹底的な技術改良をはかる,という

｢再建策｣をまとめ,これ以降製品とし

ては外装,内装変速機などの生産に着手するが

,あ くまでも部品専業メーカーとしての道を歩

むことになる4)｡かかる経過が示すとおり,シ

マノの発展を決定づけたのは,一つには経営戟

略の中心に創業時から技術開発を明確に位置づ

けたことであ.る｡とくに自転車の価値を高め

るものは駆動装置と制御装置との認識から,前

稿でのべたとおり,わが国で最初に冷間鍛造技術を導入し品質の向

上と量産技術を確立 した｡現在でも研究開発と

品質管理の要員は仝従業者の20%,20

0人を超えている｡第二は,とりわけマー

ケテイングを重視していることである｡ たとえ

ば MTBブームが おきる以前からアメリカ西海岸

でマニアとともに機器を開発 し,今日ではデ

ィレーラを年産3千万個,世界の約80%のシ

ェアを占めている｡ その結果,シマノの

部品なくして MTBは成 り立たないという関係

をつ くり,｢超 ･部品企業｣5)といわれるまでになってい

る｡第三は,国際化戦略を業界に先駆けてうちた4) 株式会社シマノ70年史編纂委員会 『シマノ70年史』株

式会社シマノ,1991年,104-11

1ページ｡5) 日本経済新聞社編 『よみがえれ製造業

』日本経済新聞社,1994年,90-92ページ｡ てた点である｡1973年までの

輸出先はアメリカのみであったが,経営の安定

化をはかるため世界市場を4分割 (アメリカ,ヨ

ーロッパ,日本,その他のアジア地域)する販売

戦略をたてた｡同時に海外の生産基地 として197

3年のシンガポールを皮切 りに,マレーシア,

インドネシア,そして94年には中国に工場を

建設した｡そこで,｢円高で競争力を失った製

品は海外で｣を基本に,ボーダレス経済下にお

ける大競争時代への布石として各生産拠点で製

品分業をすすめ,港外企業を含むグループ全体とし

て規模の経済性を実現するなかで,国際競争力

の維持と強化をはかっている｡ また1973年

頃から商品グレードをあげ,シマノ独自の仕様

にもとづく製品群をつくるようになった｡そし

て,それをワンセットで販売する戟略をすすめて

いる｡ それが可能になったのは,他

社の追随を許さない ｢付加価値の高い製品と生

産ラインの省力化｣6)という技術的裏打ちが

あったからである｡同時に,シマノの発展を

間接的にサポー トしたのは,他ならぬ地域の企

業集積の厚みとそのもとで自然的に形成された

専門特化による相互補完的なネットワーク型生

産システムである｡すなわち,こうした生産シ

ステムの形成にともない硯出した地域内におけ

る高い生産性と効率性によって,シマノをして

,部品から完成車製造にいたる一貫生産メーカ

ーへの ｢脱皮｣を阻み,それ
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ある｡

ところが,こうした光の影で無視できない問

題も顕在化している｡ たとえば,シマノの外注

比率 (1994年)は材料費ベースで45-50%,そ

の外注先は鍛造の切削,組立等の下請けを含め

ると1,000社近くを数えるというが,最終組立

工程のロボット化,海外生産の進展 (1994年度

の海外生産比率は27.5%)にともない近年外注

比率は低下傾向にある｡ それでもいぜん常時取

引先は200-300社あり,そのうち大阪府下の企

業が60-70%,さらにその半数近くを堺地域の

企業が占めるというように,地域における関連

企業の集積構造に大きく依存している｡ しかし,

それにもかかわらず,下請けの一方的打ち切り

や下請工賃はパートの給料でしかおこなえない

水準にまで切り下げたため,潰れた下請企業は

数多いとの風評が絶えない｡その証拠の一つに

以前は下請企業を組織した ｢協力会｣があった

が,現在は影も形もない｡

さらに,シマノが販売戦略として採用 した

｢セット販売｣方式もきわめて問題性が高い｡

具体的には,この販売方法は自転車の機軸部品

である駆動部品や制御部品を独自規格にし,そ

れに他の部品の規格を同一化することで事実上

他のメーカーの部品採用を困難にするものであ

る｡ そして,それはいわば地域の中小業者の

｢存立条件｣を占有し,みずからの業績をのば

す方法である｡ したがって,そこにはもとより

競争的共存の視点が欠落しているばかりか,独

占禁止法に抵触しかねない問題であるといって

も過言ではなかろう｡ 事実,アメリカでは独占

禁止法に抵触し,敗訴している｡ またアメリカ

ではこれを契機にシマノのコンポはずしがさか

んとなり,たとえばシフトレバーでは高級車の

大半がスラム社のパテント商品であるグリッ

プ･シフトを採用している｡

付言すれば,今日のシマノの大躍進の技術的

基礎は,1950年代後半から社運をかけとりくま

れた冷間鍛造技術の開発であり,それはわが国

の機械工業界において高 く評価されている｡ そ

の反面,研究開発過程において前述のとおり,
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各公的研究機関に社団法人 ･自転車工業会の補

助金を斡旋したのが,他ならぬ当時工業会の会

長をしていた島野庄三郎であったため,今回の

ヒアリング調査のなかでA氏にいたっては,

[今日のシマノがあるのは,業界の資金を私物

化したからだ]との辛妹な意見を述べた｡

かかる批判の当否はともかく,いまシマノに

問われているのは,情報と技術の占有によりも

たらされた ｢技術的階層性｣によって,地域に

おける同業者の存立基盤をも奪おうとするその

経営姿勢である｡ いずれにしても,シマノに

とっては業界および産地構造が危機に直面して

いるいまこそ,従来の企業経営に地域的視点や

競争的共存の視点をつけ加え,名実ともに業界

のリーダーとしてその社会的責務を踏まえた対

応が求められていることは,まざれもない事実

であろう｡

ⅠⅠ 工業集積地としての持続的発展の

条件と課題

1 国際分業体制下での堺地域での具体的対応の

現状

経済のボーダレス化による大競争時代への突

入で,相対的に高賃金となったわが国での ｢モ

ノづくり｣にはもはや展望などないのか,とい

えばあながちそうでもない｡またその対応の基

本として,一般的には高付加価値化あるいは差

別化,二つには多角化,そして三つ目には海外

展開が考えられる｡

海外進出は,すでに業界全体で20社26件

(1996年 7月現在)といわれている｡ そのうち

の一社で,完成車メーカーでは中国進出第1号

であるSa社 (従業者38人,グループ全体では

120人)の場合を見てみよう｡当社は1992年か

ら上海で国営企業と合弁で準備し,1994年6月

に新工場を竣工し,半年後の12月からは開発輸

入を開始した｡1995年現在,この工場は月産3

万台で従業員は200人である｡進出の動機は,

[将来日本で製造できなくなった際,品質面で

安心できるものを輸入するため]である｡また

当社は国内的には商業型メーカーでありながら,
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1991年には後継者が不在となったフレーム会社

(現在の従業者は70人)を子会社化した｡ちな

みに,当社の1996年の生産は開発輸入と国内生

産を同規模とし,それぞれ30万台である｡

典型的な労働集約型産業であるサ ドルメー

カーのK社 (従業者27人,最盛期は70人)の場

令,すでに1987年から中国天津に進出している｡

1993年には合弁工場が完成し,1995年現在従業

員は80人体制で月産は15万台である｡ そして,

このうち13万台を開発輸入している｡ ただし,

それは標準品のみで単価的には200円程度であ

るが,現在はこのもうけで国内生産の赤字を補

填している状態にある｡ またこの経営者の見解

としては,[海外生産は準備を含め最低 3年か

かるが,決して先見の明ではなく,サドルの分

野にもっとも早く輸入の嵐がきて苦し紛れでと

りくんだだけで,自分たちが経験した事態が数

年遅れていま業界全体に広がった]との認識に

ある｡一方,国内生産は現在月産3万台で稼働

率は50% (最盛期は月産20万台)にすぎず,な

かには高付加価値の典型として,レース用のチ

タン製品で単価的には1万円前後のものも生産

しているが,数量的に限られているので苦しい

経営であることに変わりない｡

次に,高付加価値化あるいは差別化の事例を

見てみよう｡ハブメーカーの大手であるN社

(従業者45人)の場合,ハブは自転車の心臓部

に位置する部品であるため,とりわけ高い品質

が求められるが,当社の主力製品はハブのなか

では比較的低価格帯が中心であるため,それに

少しでも付加価値をつけることによって差別化

し,国内的はもとより,輸入品にもないものを

めざしている｡ 具体的には,材料から製品の出

荷にいたる行程の大半をロボットで自動化し,

製品の品質面は当然のことであるが,工程管理

においても競合関係にあるシマノに負けない効

率的な生産体制を構築している｡その結果,こ

の分野では月産25万個で国内最大のシェアを占

め,輸出比率も25%で,その主な輸出先はアメ

リカというように,国内のみならず国際競争力

も兼ね備えている｡

多角化については,ヘッド･ハンガーメー

カーの大手であるH社 (従業者20人,最盛期は

57人)の場合を見てみよう｡ 当社におけるヘッ

ド･ハンガー製品は,月産で約10万セット (最

盛期は月産45万セット)である｡ そのうち世界

でも唯一というレース用のチタンヘッド (出荷

価格で2万2千円)については,その行程の大

半を手作業で生産しているが,生産の主力は1

セット (7, 8点の部品からなる)の価格が

100円程度 (最盛期には同じものが250-300円

していた)という標準品である｡ そして,それ

が量的には全体の85-90%を占めているため,

当然専業メーカーとしては経営的になりたたな

い｡そこで,自転車部品の技術を応用して建設

機器,電力関係部品等に順次進出をし,現在兼

業比率は約70%に達している｡ こうした他業種

-の転換が可能となった要因の一つは,当社独

自で1955年から労働省認定の事業所内職業訓練

所を設置し,系統的な技術教育,人材育成に精

力的に取り組んできたからである｡

同様に,多角化ではラツグメーカーが建設機

材を手がけたり,ハンドルメーカーが家具関連

部品等にとりくむなど,個別企業レベルでは従

来の ｢規模の経済性｣のみに依拠した経営から

の脱却をめざし,技術的関連性を手ががりとし

た多角化の展開,いわば ｢範囲の経済性｣を追

求する模索がつづいている｡

以上はほんの一例にすぎないが,現局面での

生き残りをかけたその苦闘ぶりは筆舌にかえが

たいほどのものがある｡ 事実,1996年春には中

堅の1杜が倒産, 2杜が廃業した｡とくに,そ

のうちの 1社は高付加価値生産に特化 したフ

レームメーカーで,その製品は使用材質が

CrMo綱やチタン,出荷単価は 1万円～数万

円 (標準品の5-10数倍)で,このフレームを

使った MTBの最上級車は小売価格が数十万

円もした｡このため,[製造しているのは自転

車ではなく,スポーツ用品である]と位置づけ,

独自の販売戟略をたて,その布石として販売の

プロを自前で養成するなど意欲的であったにも

かかわらず,志しなかばでの挫折である｡ また
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他の経営者たちも,[産地としての堺が何 とか

残ってほしい][みずからも生き残 りをかけて,

いまたいへんな時ではあるが,何とか生産工場

の存続をはかりたい],[このまま技術を消滅さ

せるのは惜しい]と口々にいう｡ しかし,今後

については一様に [まったく見通しがたたない

ため,後継者も決めていない]と,個別レベル

での対応の限界も同時に示している｡

そこで,以下では工業集積地としての持続可

能な発展にむけた条件とその政策的課題につい

て検討することとしよう｡

2 工業集積地の持続的発展と地域経済政策の

転換

｢一国の繁栄は,その国の優れた生産力にか

かっている｣7)は,『MADEINAMERICA』

の冒頭の一文であるが,｢国｣を ｢地域｣にお

きかえても同様のことがいえよう｡

すなわち,これまでの検討から ｢地域の優れ

た生産力｣-地域経済の持続的発展の条件であ

る競争優位の源泉は,歴史的に形成された企業

集積の厚みと,その構造的特質である高度な社

会的分業により専門特化 した企業群の相互補完

的なネットワークであることがわかる｡ またこ

の生産システムは,たとえばラツグ生産の場合,

角度が2ミリ違っても製品にならないため種類

的には3,000を超えるが,個々の商品レベルで

は国際的なマーケットと直結 しているため大

ロット生産が可能となる｡ このため,こうした

専門特化した企業の地域的集積により,産地全

体としては多品種でかつ大量の生産が可能とな

り,かかる構造が地域的には ｢規模の経済性｣
を実現していると考えられるのである｡加えて,

この生産システムの高い生産性と効率性が部門

的には寡占企業の登場を許しても,自動車工業

や電気機械工業のようにアッセンブル ･メー

カーによる地域支配はもちろんのこと,一貫生

7) Dertouzos,MichaelL,etal.,MadelnAmmca,Mas-
sachusetts,TheMITPress.1990.(依田直也訳 『Made

inAmerlCa-アメリカ再生のための米日欧産業比較』

草思社,1990年,24ページ)0
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産メーカーの出現をも阻み,このことが堺地域

をして,企業城下町型への転換を阻止した最大

の要因であるといっても過言ではなかろう｡

それにもかかわらず,これまでの検討にみら

れるとおり,堺地域では企業集積の厚みが増す

どころか,新規開業はここ10数年は皆無の状態

であるうえに,経営の困難から倒産 ･廃業によ

る退出が相次ぎ,産地自体が崩壊の危機に直面

しているのである｡

その危機の要因の第一は,いうまでもなくプ

ラザ合意以降硯出した経済のグローバル化の進

展である｡ そして,それは一つには海外への生

産シフト等による地域的影響であり,いま一つ

には1990年代央の円高を契機とした集中豪雨型

輸入により硯出した ｢価格破壊｣の影響である｡

第二の危機の要因としては,こうした急激な

環境変化に積極的な対応を困難にしているのが,

戦前,戦後をつうじて産地内にビルド･インさ

れた過当競争体質がある｡ それは産地内ととも

に各部品部門ごとというように,いわば二重の

競争関係にある｡その儀烈な競争関係が,かつ

ては個別企業間の専門能力を高めることになり,

それがひいては地域全体の競争優位の形成に結

びついたのである｡ しかし,現在では一部の

アッセンブラーや部品メーカーを例外に,大半

の企業にとっては経営困難の要因と化している｡

このとき,政策当局の認識と対応は,従来型

の ｢産業の高度化｣｢高付加価値化｣に加え,

雇用対策上からも創業支援策をうちだす一方,

他方では産業は成熟するにつれて拡散するとい

うプロダクト･サイクル理論にもとづき,とく

に標準化段階では比較優位性は相対的に低熟練,

低賃金による労働集約的な国や地域-シフトす

るため,｢ある程度の空洞化はやむを得ない｣

との相矛盾する認識を示している8)｡

またこうした認識と対をなす議論として,い

わばレッセ ･フェール論とでもいえる見解もあ

る｡ たとえば,佐和隆光氏は次のように主張す

る｡

8) たとえば,通商産業省産業政策局編 『21世紀の産業構

造』通商産業省,1994年,を参照｡
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｢マニュアル化した製造業,すなわち,どこ

でもだれでも作れるようなものの生産拠点は,

おのずから労働賃金の安い地域への転移を促さ

れる｡ これが 『経済法則』で,なんにつけ経済

法則に抗うのは無駄な抵抗といわざるを得ない｡

日本国内では,先端技術の開発とそれにもとづ

くモノ作 り,そして日本でLかつくれないモノ

作りに特化すればよいではないか｣9)と｡

この見解は一見すると至極当然の議論のよう

に思われがちである｡ しかし,現実はそれほど

簡単なことではない｡その証拠に,産業政策に

かかわって 『1970年代産業ビジョン』で ｢知識

集約化｣,ひきつづ く 『1980年代ビジョン』で

は ｢創造的知識集約化｣が提唱され,それ以降

全国の自治体産業政策において,その目標に

｢産業の高度化｣や ｢知識集約化｣,あるいは

｢高付加価値化｣等が枕言葉のようにいっせい

に掲げられたが,今日にいたってもそのことが

実現をみたという事例は,管見する限りあまり

ない｡

とはいえ,グローバル経済のもとで,｢モノ

づくり｣機能の ｢国際化｣が必要なことはあら

ためていうまでもない｡とくに自動車や家庭電

化製品等と同様に,自転車のような国際的に共

通する製品を製造する場合,｢国内完結型から

国際分業体制への移行｣は必然でもあろう｡ た

だし問題は,企業が国際化する場合,すなわち

資本が海外展開する場合,現下の ｢あとは野と

なれ,山となれ｣的なものではなく,資本の投

資動向に村するコントロールとそのためのルー

ルづくりが不可欠であることは多言を要しない｡

またその実行可能性を考えた場合,枠組みにつ

いては政府が法制化をする一方,その実施主体

は資本の投資動向による影響を直接的に受ける

当該の地方自治体である必要がある｡ それは,

｢生産の空洞化｣や ｢雇用の空洞化｣によって

9)佐和隆光 『平成不況の政治経済学』中公新書,1994年,
203-204ページ｡だだし佐和氏は,本書で ｢平成不況｣

の原因に触れるとともに,大田区町工場をめぐる辛酸な

ルポルタージュを紹介し,｢日本型経営の秀逸さをもて
はやしていた官民学のエコノミストたち｣の無責任さを

痛烈に批判している｡

生ずる社会的コストを,結果として当該地域が

負担しなければならないからである｡

かかる関係は,産業政策を実行ならしめる第

一の課題として,産業行政の抜本的な改革が必

要なことを示している｡ すなわち今日の空洞化

は,第一義的には政府の構造転換政策によって

もたらされたものであるが,その影響は特定大

企業に支配される企業城下町型地域と中小企業

が主体の産地型あるいは地場産業型集積地とで

はあらわれ方は大きく違ってこざるをえない｡

また大都市圏と地方圏でも同様である｡ した

がって,産業政策も必然的にこうした地域性を

踏まえたものが求められるため,必然的にその

主体は地方自治体にならざるをえない｡具体的

に,それは産業行政の大半を通商産業省 (中小

企業庁)から地方自治体に権限委譲することで

あり,地方自治体側も,現在の ｢国の下請け機

関にすらなりえていない｣水準を飛躍的に引き

上げることを意味している｡ またその際,地域

特性を踏まえ,かつ機動性が求められるため官

民の役割分担の明確化とあわせて,その中間組

織など (たとえば第三セクター方式)の積極的

な活用も考える必要があろう｡

第二の課題は,堺地域における産地内の二極

化が示すとおり,グローバル経済のもとでは競

争の質とその基礎的条件をどう変えていくのか

がとりわけ重要性を増す｡このため産業政策の

中身も,これまでの個別対応を基本とした ｢近

代化｣や ｢高度化｣等にとどまらず,地域的か

つ階層的視点を軸にした展開が強く求められる｡

たとえば情報化をめぐっては,個別企業レベル

における自覚的,創造的な努力を前提にしなが

らも,それを補完するシステムとして従来の自

生的なfacetofaceに加え,市場や技術にかか

わる情報を地域のすべての経済主体間に公平,

かつ効率的に伝達する情報ネットワーク･シス

テムの形成が必要であろう｡

この点では,堺地域の自転車工業と構造的に

類似するイタリアの ｢産業地区｣との違いは明

白である｡ すなわち ｢産業地区｣では情報をい
わば公共財と位置づけ,情報インフラストラク
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チュアを整備している｡ またそのアクセシビリ

ティを保証する機関である ELVET(地域経

済活性化公社)の ｢リアル ･サービス｣10)は,

今後のわが国における地域産業政策の発展方向

を考えるうえで参考になる事例の一つであろ

う ｡

第三の課題は,｢基盤的技術｣領域で ｢歯槽

膿漏｣的崩壊現象が深まりつつある今日,｢一
国 ･地域が創造的な 『モノづくり』を継承,発
展させることのできる最低限の技術的なひろが

り｣として ｢マニュファクチュアリング ･ミニ

マム｣11)の議論も始まっているが,こうした技

術の不可逆性に着目した対応も検討が必要であ

ろう｡ 具体的には,地域にストックされた鍛造,

鋳造,金型,メッキ,塗装などの ｢基盤的技

術｣を,よりいっそう探化させることである｡

同時に,たとえばシマノの釣り具をはじめ,い

ぜん一部にすぎない技術的関連性を手ががりと

した多角化を地域全体で意識的に追求し,個別

企業レベルでは可能な限り自転車部品専業メー

カーからの脱皮をはかる一方,異業種交流等の

推進により,地域全体として ｢範囲の経済性｣

を実現するとりくみが必要であろう｡ たとえば,

この点は大阪府の調査でも,｢今後は自転車部
品の製造だけでは見通しが立たないと考えてい

る企業が多く,多角化 ･転業指向が強い｣とい

う結果がでている12)｡

そして第四の課題は,産地が崩壊しかねない

現状のもとでも,いぜん [みんなが船頭になり

たが り,業界のまとまりはまったくない],あ

るいは [約束事も守らず,抜けがけは日常茶飯

事]などという経営者意識をまず根本的に改革

することが不可欠であろう｡それは個別企業レ

10) ｢リア ル ･サー ビス｣ につ い て は,Burusco,S.,

"SmallFlrmSandtheProvisionofRealServices",in

Pyke,F.andSengenberger,W (ed),IndustrialDistricts

andLocalEconomicRegeneration,ILO Publications,

1992を参照｡

ll) 関満博,西洋正樹編 『地域産業時代の政策』新評論,

1995年,24-26ページ｡

12) 大阪府立産業開発研究所編 『大阪の中小企業の基本構

造-その10.自転車 ･同部分品製造業』1996年,76ベー

ン/o
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ベルの力だけでの存立条件が客観的には無くな

りつつあるもとで,地域における最大の経営資

源が濃密な企業の集積構造であることを,地域

に存在する企業全体に意識化するプロセスでも

ある｡

その具体化のためには,業界全体として,第

一に消費者ニーズも低価格指向がいぜん根強い

といわれながらも,数年前に誕生した電動式ア

シス ト自転車は単価が10万円前後であるにもか

かわらず販売は好調で,｢1997年は前年の3割

増である13万台程度に膨らむ｣といわれてい

る｡また数10万円もするブランド自転車 (たと

えばベンツ,ポルシェ,BMW など)の輸入

が急増していることにみられるように,既成概

念にとらわれない新 しい発想から高品質で独

創的な製品の共同開発等によって過当競争体

質からの脱却をめざしたとりくみが必要であろ

う13)｡

そして第二に,製造物責任法 (PL法)が施

行された今日,その一環として現在社会問題化

している放置自転車対策やリサイクル事業に,

業界全体としてイニシャテイヴを発揮すべきで

あろう14)｡また自転車による交通事故が老人を

中心に増加傾向にあり,その減少のためにも安

全な製品づくりはもちろんのこと,自転車道の

建設や整備を含め地域社会の環境条件の整備に

むけた積極的な取 り組み等も必要であろう15)｡

13) 1980年代前半には,堺の輪業界として資金と技術を出

し合い,総アル ミ製の高級 自転車-｢ミスター堺｣号
(販売価格は5万円)を開発 した経験をもつ ｡ただし,

このとりくみは5年間で約 1万 5千台販売 した程度で,

会員相互の認識の違いが払拭できず,定着 しなかった｡

14) 1992年 7月から堺市で,業界として廃棄自転車回収事

業を実験的にとりくみ,94年には5.800台を回収 し,ひ

きつづき年間1万台の回収をめざしとりくんでいる｡一

方,｢堺市は年間2万 2千台にのぼる放置自転車につい

て,再生利用すると自転車の売 り上げが減 りかねないと

し,全部廃棄処分 している｣(『朝日新聞』1995年 9月21
日夕刊)｡このように,現在の堺市には先進性 と後進性

が同居 しているのが実態である｡

15) 1995年度の交通事故発生件数のうち,自転車事故件数

は13万余件で交通事故全体の18%を占める｡また自転車

事故による死傷者数は13万余人で交通事故全体の15%を

占め,とくに自転車による死亡事故の60%を老人が占め

ている (財団法人 ･自転車産業振興協会編 『自転車統計

要覧 (第30版)』1996年,参照)0
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3 ｢競争と共生｣の生産ネットワークの形成に

むけて

以上のとおり,堺地域を中心とした自転車工

業の現状は,地域における最大の経営資源が

｢経済の外部性｣,濃密な企業集積にもとづく

技術的ス トックであることを示している｡ 同時

に経済のグローバル化,ボーダレス化のもとで

は,世界大の競争関係に地域と企業が直接的に

巻き込まれるため,地域と企業にとって持続的

な競争優位を確保するためには ｢モノづくり｣

を担う人材とノウハウが継続的に形成されるこ

とが不可欠である｡ そして,地域の産業支援

ネットワークを媒介にしながら,地域内に ｢競

争と共生｣にもとづく重層的な生産ネットワー

クを形成することである｡ この点からいえば,

1958年に設立されて以降,堺地域の自転車産業

技術を下支えしてきた財団法人 ･自転車産業振

興協会技術研究所大阪支所の1996年末の廃止は,

時代の要請に逆行する以外の何ものでもない｡

いいかえれば,地域における企業集積のもと

で ｢モノづくり｣過程におけるスキル (熟練)

の継承システムを形成するとともに,自然的,

歴史的にストックされた製造,販売にかかわる

地域固有の知的資産-ノウハウ (｢経験知｣や

｢暗黙知｣)を,官民が一体となったハード,
ソフト両面にわたるインフラストラクチュアを

媒介に外部化をすすめ,地域全体の ｢共有知｣

に高めることである16)｡そして,こうした過程

をつうじて,いわば ｢マーシャルの森｣が ｢知

恵の森｣17)へと ｢命がけの飛躍｣を遂げること

が可能なことを示唆しているのである｡

要するに,地域における産業集積構造の持続

可能な発展 (sustainabledevelopment) をす

16) このように,インフラストラクチュアの概念にソフト

とハードの両面を含む考え方については,池上惇 『財政

学一現代財政システムの総合的解明』岩波書店,1990年,

を参照｡

17) ｢知恵の森｣という考え方については,単に情報の交

流,交換というレベルだけでなく,学習,計画,経営 ･

管理などの ｢場｣としての概念である｡詳しくは,池上

惇 『現代経済学と公共政策』青木書店,1996年,を参照｡

また類似する概念に,プラットフォーム財がある (出口

弘 『ネットワーク』日科技連出版社,1994年)｡

第16号 (1998.10)

るためには,官民が一体となった産業支援ネッ

トワークの形成をつうじて地域的に公正な競争

条件を確立することである｡ また企業と地域の

関係においては,社会的規制と誘導により階層

性を制限し地域性を高めることである｡ この視

点は,大企業が地域で支配的地位にある場合は

とりわけ重要であろう｡ ただし,多国籍企業化

段階においては大企業の利益を本社所在地のみ

ならず,その企業の生誕地や分工場にいかに還

元するシステムを形成するかが問題となるが,

今後の検討課題である｡

いずれにしても,こうした地域における営為

の行方は,今後のわが国における ｢モノづ く

り｣機能のなかで大都市圏,地方圏を問わず,

一定の工業集積地にとっては,｢これまでのよ

うな大木の支配が弱まり,小木も中木も生き生

きとして存続しうる｣18)可能性を指し示すとと

もに,ポスト･フォーディズム論にかかわり議

論される flexiblespecializationに限りなく道

を開くものであり19),その具体化が急がれるゆ

えんであろう｡
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